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１．はじめに 生阻害要因を克服する上で効率的・効果的か否かを

考察する。最後に以上の点をふまえ，共生阻害要因

への取り組みに向けて，本来どのような官民の在り

方が求められるのかを検討する2)。

近年の外国人住民の急増や，彼らの滞日長期化．

定住化の傾向は，これまでの日本社会にとってまっ

たく新しい事態といえる。2000年末における外国

人登録者数は１６８万人を超え，日本の総人口の

1.3％となった。

こうしたなか，自治体のレベルにおいて，外国人

住民との共生に向けた多くの取り組みが行なわれる

ようになった。一方，民間のボランティア゛グルー

プにおいても，多言語による生活相談窓口が増加す

るなど，さまざまな試みが見受けられるようになっ

た。このことは，行政にとどまらず，民間の役割が

ますます重要になってきていることを意味する。

このように，外国人住民との共生に向けた取り組

みは，官民双方にわたって広がりをみせており，そ

れ自体は大きな変化といえる。しかし，こうした対

応が効率的．効果的に行なわれているか否かについ

ては，相当数の実証調査をもとに考察する必要があ

る。

本稿では，官民の外国人支援に関するデータに基

づき，この点について分析を行なう。まず，外国人

支援ＮＧＯ「多文化共生センター」［iで収集された

1,760件の「生活相談事例データ」（対象期間：1995

年１月～1999年３月）から，外国人とロ本人の共

生を阻む要因（｢共生阻害要因｣）の現状と民間の対

応を考察する。多文化共生センターの生活相談事業

では，外国人相談者に対し，国籍．地域，151:語，滞

日期間，在留資格，問題発生場面などについて聞き

取りを行なっている。また，相談を１つ１つ質的に

検証し，生活相談事例データを分類している。

本稿では次に，自治体の外国人施策の現状を確認

し，民間の対応と比較を行なう。そしてこうした考

察をもとに，外国人支援における官民の関係が，共

２．ＮＧＯにおける外国人相談者の基本的データ

本稿をはじめるにあたり，多文化共生センターの

生活相談事例から，共生阻害要因の考察を行なう。

そのためにまず，分析対象となる外国人相談者の基

本的属性を示す。第１に，相談者の出身国・地域を

集計したものを図１に示した。これによると，アジ

ア地域が40％，中南米地域が40％と，この２つの

地域だけで全体の80％を占めている｡相談者の出

身地をより詳しくみると，中南米スペイン語圏

(28％）を筆頭に，中国語圏（１６％)，ブラジル

(12％)，フィリピン（１２％)，欧米英語圏（７％）

の順となっている．つまり，スペイン語，１１J国語，

ポルトガル語，タガログ語の話者が多数を占めるこ

とが分かる（｢欧米英語圏」の割合は極めて低く，

全体の１割以下に過ぎない)。

図１相談者の出身国・地域ｎ＝1,760
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｢留学・就学」が，法務省統計よりそれぞれ上回っ

ている。特に，「留学・就学」の比率は，法務省統

計よりも１０％以上高い（この項目のなかで特に多

いのは「就学生」である。後述するように，彼らの

多くは中国語圏出身者である)。逆に，多文化共生

センターの相談者のなかで「永住者」の割合がかな

り低いことが分かる。

第３に,外国人相談者の滞日期間を図５に示した。

これによると，「半年以上から１０年まで」の滞在者

がほとんどを占めている。つまりこれらの人々は，

1980年代後半以降に来日した外国人住民というこ

とになる。

以上の統計をまとめると，相談者の圧倒的多数は

アジア・中南米地域の出身であること，また彼らの

多くは就労目的で来日した労働者，日本人・永住者

の配偶者，留学生・就学生など，いわゆる「新来外

国人」印であることが理解される。

参考として図２に，法務省統計による外国人登録

者の国籍の内訳を示す。これによると，最も数が多

いのは韓国・朝鮮である（40％)。続いて，中国

(１９％)，ブラジル（１４％)，フィリピン（７％)，

ペルー（３％)，米国（３％）となっている。この

２つの統計を比較すると，多文化共生センターの統

計の方が，中南米スペイン語圏で25％，フィリピ

ンで５％上回る一方，（旧来外国人を多く含む）韓

国・朝鮮の割合が低いことが理解される。

第２に，図ｌと関連して，相談者の在留資格（ビ

ザ）の内訳を，図３に示した。また参考として図４

に，法務省統計による在留資格の内訳を示す。これ

らの図によると，多文化共生センターの方が，「(在

留資格）なし」で１３％上回っている（本稿では，

在留資格を持たない人々や，在留期限が過ぎても日

本に滞在する人々を「オーバーステイ」３）と表記し

ている)。また，多文化共生センターの統計では，

｢日本人・永住者の配偶者等｣，「定住者｣，「就労」１１，

図４在留資格の種類（法務省統計）図２国籍別外国人登録者（法務省統計）
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3．相談内容の分析 を続けることは困難となる。すなわち，永住者を除

く多くの外国人住民にとって，職を失うか離婚する

ことは「在留資格を失う」ことに直結する。したが

って，この「入管手続き」に関する相談は，「労働」

や「結婚・離婚」といった他の相談と重複する可能

性が非常に高い『)。

この「入管手続き」の次に多いのは，（｢自然災害」

の項目を「非日常的な相談項目」として除外すれば）

｢労働」に関する事例である（341件)。こうしたlMl

題は，1980年代，外国人住民が主に「外国人労働

者」として認識されていた頃から増加していた，い

わば古典的な相談事例といえる。しかし現在に至っ

ても，彼らをめぐる就労環境には問題が山積してい

る。

第３に，「医療」に関する相談事例が254件にの

ぼっている。ここには，治療費の負担など経済的な

問題や，母語で対応可能な病院の問い合わせが含ま

れている8)。

第４に，「結婚・離婚」の相談が193件に達して

いる。これには，結婚や離婚に関する「手続きの問

い合わせ」や，手続きに必要となる書類の翻訳依頼

などが含まれている。外国人住民が日本で結婚（も

しくは離婚）し，在留資格の変更手続きなどを行な

う際には，当事者自らが，婚姻要件や離婚要件を満

たしていることを文書で明らかにしなければならな

い。しかしこれらの手続きは，多くの外国人住民に

とって極めて繁雑なうえ，相談者の法的地位により

手続きの方法が異なるケースもある。こうした問題

もあり，相談者はもちろん，依頼を受けたＮＧＯの

側にも，粘り強い取り組みが必要とされることにな

る９１゜

以上のデータと関連して，国籍（出身地域）別に

問題発生場面を分類したものを図７に示す。この統

計は，相談者の出身地と相談内容の相関関係を明ら

かにする上で有効なデータといえる。これによると，

(相談者のなかで最多を占める）中南米スペイン語

圏出身者とブラジル人の主な相談は,「入管手続き｣，

｢労働｣，「医療」に集約されることが分かる'0'･中

南米出身者の「労働」の相談（合計163件）が群を

抜いて多いのは，彼らのなかに低賃金の労働集約的

産業に従事する人々が多く，近年の不況の影響で解

それでは，こうした人々は日本でどのような問題

に直面し，ＮＧＯに相談を寄せるのであろうか。図

６は，1,760件の相談事例を「問題発生場面」別に

分類したものである。問題発生場面とは，外国人住

民が問題に直面した「生活の場面」を意味し，「入

管手続き」「結婚・離婚」「労働」「医療」「育児・教

育」「住居」「自然災害」「社会保障」「交通事故」な

どに分類される。相談者が直面している問題には，

単純に１つの要因からなる事例もあれば，複数の要

因によって構成される「複合事例」も認められる。

この図では，このような複合事例の存在により，問

題発生場面の延べ総数は，2,247件となっている､)。

図６問題発生場面、＝2,247
(１１位：件）
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ここで，主要な問題発生場面について説明する。

はじめに，問題発生場面で最多を占めるのは，「入

管手続き」である（462件)。これは，在留資格に

関する相談と，入管によるオーバーステイの摘発に

関する相談とに大きく分けることができる。オーバ

ーステイの摘発に関する相談は，相談事例として深

刻なものが多い。しかし実数でみた場合，特に多い

のは前者の「在留資格に関する相談」である。

「在留資格に関する相談」とは，主に「在留資格

の更新・変更・取得」に関する相談のことである。

外国人住民は，通常，各々の所属（就労．就学先な

ど）や，法的地位（日本人の配偶者など）の変化に

伴い，在留資格の変更手続きが課せられることにな

っている。しかし，法的地位が変化した後の状態に

適合する在留資格が存在しなければ，合法的に在留
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手続きを行なう必要がある。しかし，離婚後の法的

地位に適合する在留資格がなければ，退去強制の対

象となる。ただしこのような場合であっても，人道

的な配慮から特別に在留が許可されることがある

(これを「在留特別許可」という)。この在留特別許

可に関する問い合わせは,近年増加する傾向にあり，

特にフィリピン人の場合に顕著である'2)。こうした

事情もあり，フィリピン人相談者の場合，「結婚・

離婚」に伴って「入管手続き」の相談もそれだけ多

くなっている（83件)。

また，中国語圏出身者に関しても，「入管手続き」

に関する相談が多い（65件)。実は，中国語圏出身

者のなかには就学生が多く含まれている。主に日本

語学校に通う就学生は，日本語学校を修了した後に

大学や専門学校に進学できなければ，帰国あるいは

オーバーステイとして日本に滞在する道を選択しな

ければならない。そうした背景もあり，在留資格に

ついてＮＧＯに相談をもちかけるケースが多い。

さらに，就学生の「労働」問題についても深刻な

雇や労働条件の切り下げが頻発しているからであ

る。そして，こうした不安定な就労環境にある人々

の相談内容は，解雇や転職に伴う在留資格の変更な

ど，「入管手続き」の相談（中南米出身者の合計で

204件）と重なるケースが多い''１。また，中南米出

身者の相談のなかで「医療」（合計127件）が他を

圧倒して多いのも，いわゆる「３Ｋ」職場で厳しい

労働に従事する彼らが，労働災害に頻繁に直面して

いるからである（つまり，彼らの「医療」に関する

相談には，「労働」の問題と重なる事例が少なくな

い)。

一方，フィリピン人相談者の場合，「結婚・離婚」

の比率が極めて高いことが注目される（50件)。こ

れは，日本人男`性と結婚するフィリピン人女性が多

いことを反映している。なお，「結婚・離婚」の内

訳をみると，「結婚」に関する相談は３分の１程度

である。他の相談は，「離婚」やそれに伴う在留手

続きの問い合わせで占められている｡前述のように，

外国人住民が日本で離婚する場合，在留資格の変更

図７国籍（出身地域）別問題発生場面
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状況が伺える。1980年代後半，日本で労働力が不

足していた頃には，日本語学校で学ぶ就学生の資格

外就労が多く見られた。こうした現実に対し，入管

は就学生の新規入国と日本国内での就労について，

極めて厳しい制限を課すこととなった'３'｡しかし，

就学生のなかで奨学金を受けている者はごく少数に

過ぎず，全般的に彼らの生活は厳しい状態にある。

そのため，ほとんどの就学生は何らかのかたちでア

ルバイトに頼らざるを得ないM)。現在，就学生の数

が減ったとはいえ，こうした問題は基本的に解決さ

れていない'５１．

以上のように，相談者のなかで大きな割合を占め

る中南米スペイン語圏出身者，中国語圏出身者，ブ

ラジル人，フィリピン人の相談内容は，主に「入管

手続き｣，「労働｣，「医療｣，「結婚・離婚」に集約さ

れることが理解される。

的サービス・制度の（消極的・積極的）不利用，が

原因と考えられる共生阻害要因である。②は，行政

の各言語による広報が不足しているために，現在あ

る制度が活用できないことを指す（｢各言語による

広報の不足｣)。また③の場合は，広報が不十分であ

ったり，在留資格がないことなどを理由に，一部に

行政機関を避ける傾向があることから，結果として

問題を抱える外国人住民が，必要とする公的サービ

ス・制度を十分に利用していない状態を意味する。

ここで注意されるのは，＜ことばのカベ＞の①

とく制度のカベ＞の②は関連性が強く，表裏一体の

関係に近いということである。ただし，これら２つ

の共生阻害要因は常に「同じ問題」としてダブルカ

ウントされているわけではなく，稀に他の要因と結

び付くケースがある。

たとえば，新来外国人が日本のアパートに住むと

き，彼らの日本語運用能力の限定`性は大家との交渉

時に大きな障害となるが，それ以上に，敷金や礼金

など「文化・習慣の相違」により，両者に緊張が生

じ,共生阻害要因が生み出されるケースが存在する。

このような事例は，＜ことばのカベ＞と（後述す

る）＜こころのカベ＞が重なった事例と認識するこ

とが可能となる。このように，＜ことばのカベ＞の

①とく制度のカベ＞の②の関連性は強いが，完全に

同質の問題ではない。

最後にくこころのカベ＞とは，①外国人住民が日

本人との共生を図る上で障害となる，日本人による

｢偏見・差別意識｣，②周囲の日本人に違和感をもた

らす外国人住民の行動・対応を生み出す「文化・習

慣の相違｣，を指す。

以上の方法で，1,760件の相談事例を共生阻害要

因別に分類したものが，図８である（なお，問題発

生場面の統計と同様，複数の共生阻害要因を含む事

例が存在するため，図８の延べ総数は2,191件とな

っている161)。

この図によれば，相談事例のなかで，共生阻害要

因の圧倒的多数はくことばのカベ＞とく制度のカ

ベ＞に集約されることが明らかとなる。実際，それ

ぞれの共生阻害要因を総数で比較すると，＜ことば

のカベ＞968件，＜制度のカベ＞1,040件，＜ここ

ろのカベ＞183件となる。

4．共生阻害要因の分析

これまでに，外国人相談者の基本的属性や問題発

生場面について考察を行なってきた。次に，本稿の

中心ともいえる共生阻害要因の分析に進む。本稿で

は，外国人住民との共生を阻害する要因を，①＜こ

とばのカベ＞，②＜制度のカベ＞，③＜こころのカ

ベ＞に分類し，それらを共生阻害要因と命名してい

る。

はじめに，＜ことばのカベ＞とは，①外国人の言

語運用能力の不足,②言語補助者(通訳者・翻訳者）

の不足，が原因となって共生を阻害していると考え

られる要因である。①の場合，公的機関から提供さ

れる情報にアクセスしようとしても，それらを理解

する上で必要となる言語運用能力が限られているた

めに，当該情報の理解・活用が妨げられているケー

スが多い。また②の場合には，外国人住民が何らか

の問題に直面した際に，言語補助者の支援が得られ

ないことによって，問題解決が困難になっているこ

とが少なくない。

次にく制度のカベ＞とは，①Ⅱ外国人住民が必要と

する行政制度そのものの不足，②外国人住民が理解

可能な言語による広報活動の不足，③)広報の不足や

公共機関に対する外国人住民の警戒感などによる公

－１８３－
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11：ｌという比率を組み入れた場合，図８の全体

的な傾向に大きな矛盾はないといえる'7)。

これは，外国人住民との共生を促す制度が存在し

ても，前述の２つの要因（＜ことばのカベ＞の①

と，＜制度のカベ＞の②.③）が重なり，結果的に

制度の適用から除外されている外国人住民が極めて

多いことを示唆している。

なお，図８と図９を理解する上で，１つ注意すべ

き点がある。それは，前述した共生阻害要因の定義

では，＜制度のカベ＞を３項目に分類しているが，

図８．９では，＜制度のカベ＞の項目は２つしかな

い（｢制度の不足」と「広報の不足｣）ことである。

これは「広報の不足」が，＜制度のカベ＞の②と③

を統合して表記したものだからである。これに関し

また，この統計からもう１つ指摘できるのは，前

述のくことばのカベ＞の①（782件）とく制度のカ

ベ＞の②．③（789件）のなかで，複合事例が群を

抜いて多いことである。そして，両者をその強い関

連性から1つの問題として捉えれば，＜ことばのカ

ベ・制度のカベ＞は2,008件となり，＜こころのカ

ベ＞の183件とは約11倍の格差が認められる。

さらにこのことは，時系列的な分析によっても裏

付けることができる。図９は，相談事例のなかから，

共生阻害要因の構成比率の変化を時系列的に示した

ものである。相談者の滞日期間が半年までの共生阻

害要因の推移は，実数が少ないので参考になるとは

言えないが，少なくとも「半年以上から10年まで」

の共生阻害要因の推移は，一定以上のサンプルがあ

るので検討の対象になる。そしてこの推移に，先の て，若干の解説を行なう。

図８共生阻害要因、＝2,191
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外国人住民のｌｋ耐相談と官民の対応（111野）

もともと，先の定義においてく制度のカベ＞の②

と③を個別に記した理由は，それによって適切な対

応策の優先度を導くことが可能になるからである。

たとえば,＜制度のカベ＞の②の比率が大きければ，

｢各言語による広報の充実」が求められ，逆にく制

度のカベ＞の③の比率が大きければ，広報活動の量

的充実や行政窓口の「親しみやすさ」が求められる

ことになる。しかし，こうしたメリットがあるにも

かかわらず，本稿でこのように細分化した分類を示

さなかったのには，以下の理由がある。

まず，生活相談事例からく制度のカベ＞の②と③

を分類するには，相談者がＮＧＯに相談を持ちかけ

た経緯を把握する必要がある。つまり，ａ）相談者

は最初に公的機関から情報を得ようとしたが，「各

言語による広報の不足」のために情報を得られず，

かわりにＮＧＯに問い合わせたのか，それともｂ）

相談者本人に十分なＨ本語運用能力がありながら，

公的機関の対応を敬遠してＮＧＯに直接相談を持ち

かけたのか（あるいは広報の量的不足によって，相

談者がＮＧＯに相談したのか)，という経緯を確認す

る必要がある。そして，ａ）の場合はく制度のカ

ベ＞の②に該当し，ｂ）の場合はく制度のカベ＞の

③に該当することになる。

しかし本調査では，こうした「相談者の経緯」に

ついて十分なデータを収集していない。それは，多

文化共生センターの相談窓口の事業目的は，本来外

国人相談者の生活問題を解決することにあり，「ど

のような経緯で多文化共生センターに来たのか」と

いう問題の解決に関連性が薄い項目について，十分

な聞き取りを行なうことができなかったためである

181゜よって，細分化のメリットを意識しながらも，

ここではく制度のカベ＞の②と③を個別に表記して

いないのである。

しかし，現場での総験と，前述したくことばのカ

ベ＞の①とく制度のカベ＞の②の関連性の強さか

ら，＜制度のカベ＞の②と③のうち，その圧倒的多

数はく制度のカベ＞の②(各言語による広報の不足）

に集約されると指摘できる。また，いかに統合した

数値とはいえ，＜ことばのカベ＞とく制度のカベ＞

の複合事例が，相談事例の大半を占めることには，

何らかわりがない。

それでは，（図６で言及した）それぞれの問題発

生場面において，共生阻害要因の内訳はどのように

なっているのであろうか。ここで，相談事例のなか

から，問題発生場面を共生阻害要因別に集計したも

のを図10に示す。

この統計によると，最も主要な問題発生場面であ

る「入管手続き」において，＜制度のカベ＞，とり

わけ「広報の不足」が圧倒的多数を占めていること

が分かる。これには，中南米出身の労働者などが，

解雇・転職に伴う在留資格の手続きを行なう際に，

必要な情報を母語で得られず，ＮＧＯに相談した事

例が数多く含まれている。また，「結婚・離婚」の

場合も，「広報の不足」の割合が極めて大きい。こ

の場合も，フィリピン人などが結婚・離婚の手続き

を行なう際に，在留資格に関する情報を母語で得ら

れず，ＮＧＯに相談を持ちかけたケースが多い。

そして「医療」の相談に関しても，相談者の母語

図１０問題発生場面と共生阻害要因
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言語文化研究14巻１号

同調査によると，当該地域に居住する外国人住民

を対象に「外国語版生活ガイドブック」を「作成し

た」と答えた自治体は，全体の14.8％である。同様

に，「外国語版タウンマップ」の作成（23.8％)，

｢外国語版広報紙」の作成（5.2％)，そして「その

他の外国語版媒体」の作成（26.2％）となっており，

いずれも３割以下である。さらに，「公共施設や各

種誘導サインに外国語表示もひらがな表示もない」

が71.4％，「外国人住民向けの日本語講座」を「実

施していない」が79.1％と高い数値を示している。

そして注目されるのは，外国人住民の生活に直接

かかわる「外国語での生活相談窓口の設置状況」で

ある。同調査によれば，「外国人向けの相談窓口」

を「開設していない」自治体は，85.7％に達してい

る。このようなデータを，前述の共生阻害要因の統

計と比較した場合，自治体の言語対応は量的にみて

限定的と言わざるを得ない。

さらに，こうした言語対応の限定性は，ニーズの

観点からも指摘することができる。図１１は，「近畿

地方の自治体外国人施策アンケート」から，自治体

による外国語冊子（生活ガイド，タウンマップ，広

報紙など）の作成状況をまとめたものである。これ

によると，外国語で冊子を作成している場合の使用

言語の内訳は，英語（114件)，中国語（40件)，ポ

ルトガル語（29件)，ハングル（28件)，スペイン

語（１１件)，その他（８件）となっている。英語で

情報提供が行なわれているケースが圧倒的に多く，

スペイン語の割合は英語の１割以下に過ぎない。

つまりこの統計から，自治体による外国人住民へ

の言語対応は「英語中心型」であり，図１の解説で

示したような，共生阻害要因に直面している外国人

住民の母語の内訳（スペイン語を筆頭に，中国語，

ポルトガル語，タガログ語）と，大幅に異なってい

ることが理解される。このことは，「行政の各言語

による広報」は量的に限られているだけでなく，ニ

ーズと異なっていることをも意味している｡そして，

こうした行政の対応は，民間の対応にも大きな影響

を及ぼすことになる。

宮の民への影響については，複数の統計を比較す

ることで，明らかにすることができる。すなわち，

行政の情報提供は英語中心型という統計に加え，

で対応が可能な医療機関の紹介や，医療機関への通

訳派遣依頼など，言語上の問題が大きな割合を占め

ている。特に，母語で対応可能な病院に関する「広

報の不足」は，外国人住民の「病院離れ」を助長し

ており，その結果，病院へ担ぎ込まれた時には，病

状が取り返しのつかない段階に達していた事例が少

なくない]9)。

以上の通り，主要な問題発生場面であり，他の問

題と結び付きやすい「入管手続き」などで，「広報

の不足」（特に「各言語による広報の不足｣）といつ

たく制度のカベ＞が圧倒的多数を占めることが顕著

なように，外国人住民をとりまく問題には，行政の

政策において解決が求められる事柄が極めて多くな

っている。さらに前述のように，＜制度のカベ＞の

事例の多くがくことばのカベ＞と複合している事実

を考慮すれば，その克服のために必要となる公的政

策は，外国人住民の理解できる言語による広報の充

実（｢各言語による広報の充実｣）となる21))。とりわ

け，共生阻害要因に直面している外国人住民のなか

に，スペイン語をはじめ，中国語，ポルトガル語，

タガログ語話者が多いことを考えれば，これらの言

語による広報の重要`性は，相当なものである。

5．官民の対応

これまでに，ＮＧＯの統計をもとに共生阻害要因

の全体的傾向を明らかにし，「行政の各言語による

広報の不足」を指摘してきた。ただ，全体的な傾向

を把握できたとしても，具体的に問題の所在を明ら

かにすることなしには，適切な改善策を導くことは

困難である。そこで次に，実際に自治体が行なって

いる「各言語による広報」について，（行政側の統

計を含む）各資料を用いて検討を加え，それを踏ま

え官民の対応を考察する。

自治体の「各言語による広報」の詳細については，

(財）大阪府市町村振興協会によって行われた調査

が参考になる。同協会は，近畿地方の326市町村を

対象に「近畿地方の自治体外国人施策アンケート」

を実施し，210市町村からlljil答を得ている。これは，

当事者である行政の調査ということもあり，回答率

は64.4％と，この種の調査としては最も高い２１１。

－１８６－



外凶人住比の生活相談と官民の対応（ＩＩＪ野）

｢外国人向けの相談窓口」を開設していない自治体

が85％以上という既述のデータを考慮すれば，自

治体によって提供される情報を母語で受け取ること

のできない多くの外国人住民が，情報を求めて

ＮＧＯの相談窓口に足を運ぶ，という構図が浮かび

上がってくる。これを別の角度から考察すれば，自

治体の「各言語による広報」が限定的であるために，

結果的にＮＧＯは行政の「下請け」の役割を担って

いるといえる。

実際，ＮＧＯは相談窓口において，ニーズは最大

でも行政では対応が限定的な中南米の言語による対

応の拡充を試みている。しかし民間団体の側にも，

人材や資金に限界があるため，こうした問題への対

応が必ずしも充実しているとは限らない。ここで，

図１２を参照していただきたい。これは，多文化共

生センターが相談時に使用した言語の内訳を示した

ものである。この統計で注意されるのは，外国人住

民の相談に対し，日本語による対応が圧倒的に多い

ことである。逆に，ニーズが最大であるスペイン語

対応の割合は，日本語の半分以下に過ぎない。また，

中国語，ポルトガル語，タガログ語による対応も，

日本語に比べてそれぞれ極めて低い。

これは，実はＮＧＯで言語補助者（通訳者．翻訳

者）の人材が限られているために，主に日本語で対

応する職員が，外国人住民の相談に取り組んでいる

ことを反映している。すなわち本来であれば，相談

者の母語による対応が求められるのだが，担当の通

訳者や翻訳者を確保する財源に限りがあるため，や

むを得ず日本語で対応しているケースが少なくな

い。こうした財源や人材の限定`性は，多くの外国人

図1１近畿自治体が作成する外国語冊子と使用言語、＝256
(単位：件）
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言譜文化研究14巻1号

分の多い「各言語による広報」への対応に，ほとん

どの労力を割かなければならなくなっている。しか

も民間は，財源や人材の制限から，それらの問題に

対して必ずしも十分に対応できているわけではな

い。またこのなかで，民間が重視するにころのカ

ベ〉への対応も，大幅に制限されている可能性が否

定できないのである。このことは，民間ボランティ

ア独自の可能性や役割を考える上でも，極めて大き

な問題を含んでいる。

こうした現実を克服するために何よりも重要とな

るのは，行政の政策において解決が求められる事柄

(本稿の問題にあてはめていえば，少なくとも「各

言語による広報」の充実）に対し，行政が主体的に

取り組むことにほかならない。共生阻害要因への対

応については，行政の対応が充実してこそ，はじめ

て民間独自の可能性が発揮されるのである。

このように，官民の特徴が最大限発揮される組み

合わせを実現することが，共生阻害要因への効率

的・効果的な取り組みを可能にする必須条件といえ

る。

支援ＮＧＯが直面している問題でもある。ＮＧＯは行

政の「各言語による広報の不足」を補おうと試みて

いるにもかかわらず，実際には相談者のニーズに十

分に追いついていないのである。

前述のように，共生阻害要因のなかで，「行政の

各言語による広報の不足」をはじめとするく制度の

カベ＞（およびそれと複合したくことばのカベ＞）

の割合は極めて大きい。このことは，外国人住民を

めぐる諸問題の改善には行政の対応が不可欠である

ことを意味する。しかし，そもそも行政の取り組み

が不十分な状態では，民間の対応の効力も限定され

たものにならざるを得ないのである。もちろんこう

した官民の関係のままでは，共生阻害要因への取り

組みが効率的・効果的に行なわれないのは明らかで

ある。この結果，公的機関や民間団体から十分な対

応を受けることができず，問題を放置せざるを得な

い外国人住民が増加することは容易に理解される。

６．おわりに

近年，外国人住民との共生に向けた取り組みにお

いて，民間ボランティアの役割や機能が評価されて

いる。たとえば，行政は基本的に対象者を限定しな

いかわりに，一律のサービスを提供するという特徴

がある。それに対し民間ボランティアは，対象者を

限定して柔軟な活動を自主的に行なうことができ

る。

一方，ＮＧＯ自身もこうした特徴を意識した活動

を試みるようになった。特に外国人支援団体は，共

生阻害要因のなかでくこころのカベ〉への対応を自

らの活動分野として重視してきた。この背景には，

行政で改善が求められる部分が多い「ことば・制度

の問題」よりも，柔軟な対応を必要とするにころ

の問題」の方が民間独自の特徴を生かせるという認

識が，ＮＧＯの間で高まってきたからにほかならな

い。またこれまで，民間ボランティアのにころの

カベ〉への取り組みに大きな期待がかけられてきた

ことも，こうした傾向を促したと考えられる22)。

しかし現実には，本稿で指摘したように，共生阻

害要因の取り組みにおいて，民間は行政の「下請け

化」の状況にあり，本来行政で解決が求められる部

注

1）特定非営利活動法人「多文化共生センター」は，

1995年］月１７日に発生した阪神・淡路大震災の直

後，「外国人地震情報センター」として発足し，１５言

語による電話相談やニュースレターの発行など，外

国人被災者への支援を実施した。同年１０月，同セン

ターは「多文化共生センター」と名称を変更し，多

言語での電話相談，外国人を対象とする健康診断，

学校への通訳派遣，外国人によるメディア制作の支

援，セミナーの開催，調査研究活動などを行なって

いる。多文化共生センターは主に近畿地方で運営さ

れていることもあり，相談者の70％以上は近畿２府

４県（大阪府，京都府，兵庫県，奈良県，滋賀県，

和歌山県）に居住している。よって，本稿の調査の

対象は，主にこの地域となることを補足しておく。

2）本稿は，［阿部・中野，2001］の調査（筆者は主に

資料収集と政策分析を担当）の一部に，大幅な力１１

筆・修正を施し，新たな分析を加えたものである。

阿部敦氏からは，本稿の執筆も含め有益なアドバイ

スをいただいた。また，ＮＧＯに関する統計・資料は，

［多文化共生センター，1999］の調査で収集された資

料に，加筆・再編集を行なったものである。なお筆

者はこの調奔に参加している。田辺徹氏，多文化共

生センターの中村満寿央氏には，これまで多大なご

協力をいただいた。この場を借りて感謝の意を申し
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ザを取り消す」と言い始めた。111動のたびに「フィ

リピンに帰す」とか「もう来るな」と言われるので，

その後出勤できなくなった。この後相談者は，ＮＧＯ

のアドバイスを受けながら再び会社と交渉し，結局

独立して開業することができた。現在，相談者は

「水ｲｌｉ者」の在留資格で日本に111[}住している。③相談

者はフィリピン人女性で，オーバーステイの状態に

ある。かつてスナックで働いていたが，「仕事があま

りにきついため」着の身着のまま逃亡してしまった。

しかし，相談者のパスポートは叩業主が管理してい

た。そのため，パスポートの返却を求めようと，も

との＃inj主に電話したが応じられず，後にスナック

が例藤して連絡が取れなくなった。この相談に対し

ＮＧＯは，相談者が遠方ということもあり，地元の労

働組合を紹介することにした。その後，問題が解決

されたか否かは把握できていない．

８）なお，灰療の問題で，オーバーステイからの相談

は34件にのぼったが，うち13件は解決に至っていな

い。実際にはオーバーステイでも，労災保険，母子

手帳の交付，救急救命センターに搬送された場合の

治療YIlなど，適用可能な医療制庇は存在している.

しかし，在留資格がないことによる相談者の警戒心

や，ｉ了謡上のコミュニケーション・ギャップが人き

な雌となって，公的機関だけでなく，ＮＧＯですら1K

確な怖報を伝えられない場合が多い。

９）やや特殊なケースであるが，ｒ結嬬」に関して実際

に次の相談事例があった。机談者は，海外で知り合

ったりj性と，数年の遠距離交際の末に結婚を決めた

日本人女性である。彼女は，「短期滞在」の資格でｿｊ

性を日本に呼び寄せ，婚姻届を役所へ提出した。と

ころが男性の出身国に日本国大使館がないため，手

続き」1の問題で婚姻の受理が奨期|Ｍ遅れ，相談希が

刷ってＮＧＯにアドバイスを求めた，というものであ

る。その後，男性は「短期滞在」を更新し続け，僻

姻届の受理を日本で待つことにした。結局，彼らの

結幡は正式に認められ，男性は「ロ本人の配偶者等」

の在制資格を取得し，現在も11本に居住している。

10）’１１南米スペイン語圏出身者の「入管手続き」の相

談については，とりわけペルー人の事例が多い。こ

の背餓に，⑪いわゆる「偽｢1系」と呼ばれる人々が

多いこと，②「正規の」日系人の場合，入管手続き

に必要な替類が，「ペルーの1i随時の混乱により不lili」

なため，査証が更新されないﾘﾄ例が続出しているこ

と，などの事情がある。

11）中南米出身者の場合，「労働」と「入管手続き」の

複合ＤＩＩ例のなかで最近目立つのは，派遣会社をめぐ

るトラブルである。派過会社は，外国人住民を雇う

ことで発生する固有の問題（特に，労働習'慣の述い

によって発生する問題）の解決に寄与するため，派

近先の企業や工場にとっては便利な存在である愚し

かし一方，これらの派逝会社は，外国人労働料の

「ﾉｌｉｉｉＷ〕根幹」ともいえるパスポートを管理すること

が多く，iIIii者の間で容易に「支配一被支配」の関係

が(上じやすい。そこにトラブルが発生する原因があ

るc

l2）たとえば，1999年度に多文化共生センターで取り

上げます。

3）多文化共生センターの統計において「(ｲ11{Wiff格）

なし」の比率がilm5いのは，在留資格のない人々が，

強制送還を恐れて公的機関の対応を敬遠し，民llIjl耐｜

体に相談をもちかける傾向が強いことを反映してい

る。なおこれらの人々は，入管統計では「不法残留

者」と表記されていることを付け加えておく。

4）本稿では，在留資格の種類として「就労」という

言葉を使用している。これは,「人文知識・lnil際業務｣，

「技術｣，「技能｣，「企業内転勤｣，「教授」などの総称

である。

5）本稿では，「新来外国人」と「旧来外同人」という

言葉を使用している。「新来外国人」とは，主に1970

年代以降に来'Ｉした人々を意味している。それに対

し「旧来外国人」とは，｜日植民地（朝鮮半l鋤，台湾

など）の出身者とその子孫を指す。つまり，「'１本陸｜

に居住する大軸民図国民の法的地位及び待遇に|１０す

る日本国と大韓民国の間の協定の実施に伴う１１１入|薇｜

管理特別法」（昭和40年法律第146号）による協定永

住者，特別ﾉk住者である。

６）複合事例と認められるのは，外国人住民からの相

談において，’１１１題の背景に複数の要因が存在するこ

とが，客観的にみて明らかな場合である。そうした

場合，問題の主要因を特定するため，｜M1題発2t場面

を最大２つまで限定して抽出している。なお|叉１６で

は，「自然災害」の事例が極めて多い。これは，阪

神・淡路大震災のif[後から相談事例が収集されたた

めである。この鰹災に関する相談は，外腫|人住民を

めぐる相談事例としては「非日常的」といえるため，

本稿では直接の考察対象としていない。しかし本稿

に対し，「自然災害」の相談事例が多いために，後に

述べる共生阻害要因の分析結果が「特殊なもの」に

変化したのではないかという指摘があり得るかもし

れない。こうした指摘に対して，1999年l正に多文化

共生センターが取り扱った841件の相談ﾘﾄﾞ例をもと

に，共生'11諜要|月に関する実態調査が再度行なわれ

た（この年の調炎では，「自然災害」はゼロであった)。

その結果，本稿の分析内容と同様の結論が導き１１１さ

れた（これについては，別稿を準備している)。つま

り，「自然災害」の相談事例は，本稿の分析結采の妥

当性に何ら影郷を及ぼすものではないことがﾄﾘIﾘ］し

たことを補足しておくｃ

７）実際にＮＧＯに寄せられた相談剛1例のなかから，

「入管手続き」と「労働」の複合事例を３つ紹介して

おく。⑩外Lmil人男性が就労先の工場で２１i故に遇い，

指を骨折・切断して働くことができなくなった。そ

の後，会社から解臓を告げられたｃ相談瀞は，まだ

日本で働きたいと希望しているが，会社の協力がな

くては在留期lMlの延長が'１１６１難なため，困ってＮＧＯに

相談を持ちかけた。その後，この相談者はＮＧＯのア

ドバイスを受け，会社と交渉したが，在fWiff格の件

については解決することができなかった。②ｷ11談者

はフィリピン人女性で，就労が可能な在fWifr格で滞

在している。JHl談稗は，将来独立してＥ|↑:↑業を燭む

ことを希望しているが，そのことを現在の就労先に

話したところ，１【業主が怒り出し「入笹に行ってビ
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とばのカベ＞とく制度のカベ＞の複合事例が極めて

多いのが現状である。

18）一般的に相談窓口では，問題の解決には直接関係

が薄いと思われる項目について，相談者に必要以上

に聞き取りを行なうことを控えるケースが多い。な

ぜなら，実際の相談事業では，短時間で相談者との

信頼関係を構築しなければならず，「根掘り葉掘り聞

く」という印象を与えては，相談者からの信頼を得

ることが困難になるからである。

19）「医療」における言語上の問題は，中南米出身者の

場合，特に深刻といえる。実際，ブラジル人の医療

に関する相談事例のなかで，言語上の問題を原因と

するものは89％にも及ぶ。中南米スペイン語圏出身

者の場合も，言語上の問題を原因とする事例は，

７５％に及んでいる。

20）なお，言語上の問題を克服する手段として，公的

機関から提供される情報を理解する上で必要となる

外国人住民の言語運用能力（特に日本語運用能力）

を向上させる政策も考えられる。こうした施策の現

状については，［阿部・中野，2001］を参照。

21）この調査は，近畿２府４県（大阪府，京都府，滋

賀県，兵庫県，奈良県，和歌山県）の自治体を対象

に調査を行なっている（調査期間は1997年８月～９

月)。一方，前述のように，多文化共生センターの相

談者の圧倒的多数も，この地域に居住している。す

なわち，外国人住民の問題に対する官民の現状を確

認するために，これらの統計を比較することは，地

理的に整合性があるといえる。なお，「近畿地方の自

治体外国人施策アンケート」の結果は，［大阪府市町

村振興協会，1998］にまとめられている（また，［高

畑幸，2001］も参照のことたこのほか同様の調査と

して，［関西情報センター，1999］などがある。

22）詳細については，［阿部・中野，2001］を参照｡

扱った相談事例（841件）のなかで，在留特別許可に

ついての問い合わせは89件にのぼり，全体の１割以

上を占めるようになった。ここで，在留特別許可に

関する実際の相談事例を２つ紹介する。①相談者は

フィリピン出身の女性で，数年間オーバーステイの

状態になっているが，ある日本人男性との結婚を希

望している。相談者はＮＧＯと相談のうえ，入管に出

頭して，後に在留特別許可を申請することにした。

結局，後に在留特別許可が出されたため，相談者は

現在でも日本に滞在している。②相談者はフィリピ

ン出身の女性。オーバーステイの状態にあるが，日

系２世のブラジル人男性と同居し，２人の間に２歳

の子どもがいる。この相談者は，ＮＧＯと相談した結

果，在留特別許可を申請する選択を行い肝様々な手

続きを経た末，結局認められることになった。現在

でも，子どもとともに日本に在留している。

13）入管は，改定入管法の施行に際して，就学生のア

ルバイトには入管の許可が必要であるとし，労働時

間を１日４時間以内に制限した。また，入管は1994

年に「日本語就学生の今後の受け入れ方針」を公表

し，（就学に必要な）経費の自己負担能力と日本語習

得のための基礎学力について，厳しく瀞森すること

にした（こうした措置によって，現在では就学生の

新規入国者数は減少している)。

14）東京都生活文化局の調査によると，就学生のなか

で奨学金を受けている者は３％に過ぎず，全般的に

就学生の生活が厳しい状態にある。そのため，アル

バイトをしている学生は６割以上にのぼっていると

いう。ちなみに，同調査の統計から，就学生の平均

的就労時間を推定すると，週当たり３５時間強，（週

６日就労に換算した場合）１日当たり６時間弱にな

る（参考文献：東京都生活文化局「留学生・就学生

の生活に関する実態調査報告書』1992年)。

15）また「労働」に加え，「住居」に関する相談が（他

の地域と比べて）例外的に多いのも，就学生の生活

の厳しさを反映している。この「住居」の相談には，

家賃や，敷金・礼金に関する問い合わせが多く含ま

れている。つまり，彼らがＨ本のアパートに住むと

き，大家との交渉時に，家賃，敷金・礼金といった

日本独特の賃貸契約に関する慣行（後述するくここ

ろの壁＞の説明を参照）をめぐってトラブルが生じ

ることが多い（なお，こうしたトラブルは，言語上

の障壁から生じるコミュニケーション・ギャップに

よって増幅されることがある)。

16）複合事例の場合，問題を構成している主要因を特

定するため，１つの相談事例のなかで取り上げる共

生阻害要因は，競大２つまでに限定している。

17）共生阻害要因に関する先行研究については，［多文

化共生センター，1999］がある。この先行研究では，

外国人住民が直面する諸問題は，来日当初のくこと

ばのカベ＞を経て，次いでく制度のカベ＞，最終的

にはくこころのカベ＞へと「その比重が移行してゆ

く」となっている。そして，＜ことばのカベ＞やく

制度のカベ＞以上に，＜こころのカベ＞が大きな問

題として捉えられている。しかし，本稿の分析で示

したように，ＮＧＯに寄せられる相談事例には，＜こ
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